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研究成果の概要： 

わが国の人口の将来予測について、従来から行われている上位、中位、下位の予測に代えて、

コーホート要因法に時系列分析の確率的予測の方法を組み合わせて、信頼区間を推計する研究

を行った。その結果、国立社会保障・人口問題研究所の予測よりも幅の広い予測域となること

がわかった。そのほか、同様の手法と各種の経済変数についての予測や前提を組み合わせて、

ベトナムとタイの公的年金制度の維持可能性について警鐘となるような結論を得ることができ

た。 
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１．研究開始当初の背景 

平成 16 年度の『年次経済財政報告』は「人
口減尐の予測について一定の幅があること
や、経済成長にも不確実性があることを踏ま
え、将来にわたって持続可能で安定的な財
政・社会保障制度を構築する」ことが重要だ
と指摘した。不確実性を考慮にいれた予測を
行い、それにもとづいて制度を設計するので
なければ、「財政・社会保障制度の持続可能
性には大きな不安が生じる」。こうした制度
に対する不安をぬぐうために、不確実性を考

慮にいれても持続可能であることを示巣必
要がある。 
通常、このような不確実性にたいしては、

人口増加率（あるいは出生率、死亡率）の変
化、人口の年齢構成の変化、賃金上昇率、金
利などについて、それぞれに高・低（あるい
は上限・下限、あるいは楽観・悲観）のケー
スを設けることで予測が行われることが多
い。しかし、これらの上限・下限は恣意的に
設定されるのが常であった。統計学でいうと
ころの「信頼区間」なのか、それとも単にア
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バウトなケース分けをしただけなのか、など
などの意味が真剣に考えられた予測という
のは、わが国ではまだ行われていない。こう
した空隙を埋める必要があると考えたのが
本研究の背景（動機）である。 
 

２．研究の目的 
(1) 将来にわたって持続可能で安定的な社
会保障制度を構築するためには、人口増加率
（あるいは出生率、死亡率）の変化、人口の
年齢構成の変化、賃金上昇率、金利などにつ
いて、不確実性を考慮にいれた予測、確率的
（stochastic）な予測を行い、それにもとづ
いて制度を設計する必要がある。そのための
手法として、Lee and Tuljapurker (1998)の
ものがある。彼らは死亡率と出生率について、
確率モデルを用いて予測を試みた。この手法
の日本への適用の可能性を探る。さらに Pfau 
(2003) は 、 時 系 列 分 析 の VAR （ Vector 
Auto-Regression）の手法を取り入れるとと
もに、賃金や金利についても確率的な予測を
行った。これらの手法によってわが国の年金
財政の持続可能性について意味のある予測
を得ようとするものである。 

ただし、わが国の制度が複雑であり、アメ
リカの制度との違いも大きいことを考慮す
ると、あまり野心的な目標を設けることはで
きない。ともかく、確率モデル的な手法を組
み込んだ予測のひとつを示すことを目標に
する。 

 
(2)以上のような目的が当初のものであった
が研究の過程で、アメリカで最初用いられた
方法が日本に適用できるならば、他の国々に
も適用できるはずである。特に人口の予測に
関する部分は汎用性が高いのではないかと
思われたために、これをアジアの各国にあて
はめる試みを先行させることにした。 
 

３．研究の方法 

この分野での鍵となる展開は Lee and 
Carter (1992)によってもたらされた。彼ら
はアメリカの死亡率について特異値分解に
よる数個のパラメータを用いて、確率的予測
を行った。その後 Lee (1993) による改善を
経て、Lee and Tuljapurkar (1994)では、出
生率と死亡率についてコーホート要因法に
確率的予測の方法を組み合わせて、アメリカ
の人口予測が行われた。 

ここでの研究は彼らの方法を日本にあて
はめようというものである。具体的にはコー
ホート要因法において、出生率、死亡率の年
×年齢マトリックス（Leslie Matrix）を特
異値分解して得た式の時間によって変動す
る項に時系列分析の ARIMA をあてはめて、予
測値を計算し、さらに、これにモンテカルロ
法をあてはめて、予測の信頼区間を計算した。 

モンテカルロ法を用いた研究は鈴木亘・湯
田道生・川崎一泰（2003）による「人口予測
の不確実性と年金財政：モンテカルロシミュ
レーションを用いた人口予測の信頼区間算
出と年金財政収支への影響」（『会計検査研
究』No.28、2003 年 9 月）がある。これも目
的としては表題の示すとおり、モンテカルロ
法によって人口予測の信頼区間を算出する
ものであるが、出生率について小椋正立、ロ
バート・ディークル（1992）の「1970 年以降
の出生率の低下とその要因-都道府県別・年
齢階層別データによるアプローチ」（『日本経
済研究』No.22）の推計した関数を用いてい
るところがここでの研究と異なる。彼らの方
法では、信頼区間の予測がこの出生率関数に
非常に依存してしまうので、時間がたつと、
この出生率関数を一から推計しなおさなけ
ればならないという問題がある。また、彼ら
の手法では出生率については確率的に予測
していない。これらの問題を回避する手法を
ここでは採用している。 
以上のような日本の人口の予測に加えて、

ベトナム、タイなどで同様の人口の確率モデ
ルによる予測を行った上で、年金制度の予測
を主要な経済変数についても確率的モデル
をあてはめて、年金基金の維持可能性などを
件とした。 
タイでは伝統的な hypothetical worker 

approach と上記のような確率的予測を組み
合わせて、予測を行った。 

 

４．研究成果 
日本についての人口予測では、死亡率、出

生率、人口などの指標について、予測値と
95％の信頼区間を計算することができた。 

例として死亡率をとりあげ、死亡率自体で
はなく、その予測に基づいた平均寿命を示す
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と図１のようになった。ここでは男子のみを
示す。点線は国立社会保障・人口問題研究所
（以下人口研）が発表している上位、中位、
下位の予測である。われわれの予測は 3本の
実線であるが、中位にあるのがメディアンで
あり、上下に信頼区間が示されている。これ
らは全体として人口研のものよりも下方に
位置している。 

次に出生率についての予測を図２（一部省
略）で示す。ここでもわれわれの予測区間は
実線で示されている。その幅は点線で示され
た人口研の予測幅よりも広い。 

 

 

以上のような出生率と死亡率の予測をも
たらした手法の総合として人口の予測を行
うと、図 3 と表１のような結果が得られた。
点線は人口研、実線はわれわれのものである。 
 

 

 

表１ 

2.50% 50.00% 97.50% 下位 中位 上位
2007 125.80 125.91 126.02 127.77 127.77 127.77
2030 109.09 113.47 119.19 113.51 116.9 120.66
2055 77.71 86.86 100.25 84.75 92.01 101.14
2105 26.80 41.46 68.73 34.73 45.8 63.77

本研究の予測 人口研の予測

 

人口研が死亡率、出生率についてそれぞれ
の高位と低位を組み合わせて作成した幅は
中位予測の 18％であるのに対して、我々の予
測の幅（95％信頼区間）は中位予測（メディ
アン）の 26％になった。このように我々の予
測によれば、国立社会保障・人口問題研究所

の予測の幅を超えて人口が変動する可能性
が無視できないということがわかった。 

さらに、0-14 歳、15-64 歳、65 歳以上にわ
けて予測を行うと図４の結果が得られた。 

 

 

ベトナムについては、日本に当てはめたも
のと同じ手法で人口予測を行ったうえで、保
険数理の枠組みのもとで主要な変数につい
ての確率的モデルを用いて年金制度の長期
的な財政の展望を試みた。特にこの制度が財
政的に維持可能かどうかをみるために、年金
基金の収支の予測を行った。現状維持の仮定
のもとでの中位推計によると、年金の基金は
2052 年までに枯渇することがわかった。90％
の信頼区間でみると、この枯渇する年は 8 年
の幅があることになる。さらにセンシティビ
ティ・テストを行うと、退職年齢、給付額に
ついての物価スライド、年金の掛け金負担率
が長期的に決定的に重要であることがわか
った。これに対して、カバレッジ率、行政コ
スト、出生率の長期的動向、年金基金資産の
収益率などは、相対的に重要度が低いことが
わかった。 

 

タイについても人口について確率的な予
測を行ったうえで、民間フォーマル部門の勤
労者の年金の設計が適切かどうかについて
検討した。現在タイで導入が提案されている
確定拠出型の年金に関しては、40 年勤続の勤
労者が、退職前 5 年間の所得の約１３～１
４％の給付しか受け取れないことがわかっ
た。年金給付の大きな部分は現行の確定給付
型のものからとなろうが、この制度は維持可
能ではない。適切な年金制度を整備するため
にはさらなる改革が必要だという重要な結
果が得られた。 
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